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●鹿島港でのカーボンニュートラルポート（CNP）の形成を目指し、2021年8月に第１回CNP-WGを
開催。以降、計３回のCNP-WGを開催。

●９月に、CO2排出量、水素・アンモニア需要推計、CNP形成イメージ案等を含む「CNP形成計画
（原案）」を公表。

●第４回CNP-WGでは、鹿島港の港湾周辺地域の企業の動向や、最新のカーボンニュートラル技
術の動向、国土交通省が12月に公表したCNP形成計画策定マニュアル（初版）を踏まえ、 「CNP
形成計画（原案）」を「CNP形成計画（案）」へブラッシュアップ。

第1回

方針共有
CNP-WG立上げ

第1回 第2回 第3回

CNP形成計画
（原案）公表

第4回 第5回

CNP形成計画
策定・公表

8/31CNP形成計画策定
マニュアル（ドラフト版）公表

12/24CNP形成計画策定
マニュアル（初版）公表

※今後、今年度末に開催予定の第5回WGでCNP形成計画（案）を作成し、協議会で
意見を聴き策定された「CNP形成計画」を踏まえ、港湾管理者が「鹿島港CNP形
成計画ver1」を策定する予定。
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CNP形成計画（案）の記載事項

項目 記載事項
CNP形成計画（原案）

※2021年9月公表
CNP形成計画（案）

※2022年3月末公表予定

CNP計画における基

本的な事項

・基本方針 ○ ○
・計画期間、目標年次
・対象範囲
・計画策定及び推進体制、進捗管理

△
※目標年次は2050年のみ

○
※目標年次は2030年＋2050年

温室効果ガス排出量
の推計

・温室効果ガス素排出量の推計 △
※2019年のみ

○

温室効果ガスの削減
目標及び削減計画

・温室効果ガス排出量削減目標
・温室効果ガス削減計画

△
※2050年のみ

○

水素・燃料アンモニア
等供給目標及び供給
計画

・水素・燃料アンモニア等の需要推計
・水素・燃料アンモニア等の供給計画
・水素・燃料アンモニア等の供給等のた
めに必要な施設整備計画

△
※2050年のみ

△

港湾・産業立地競争力
の強化に向けた方策

・環境面での港湾の競争力強化策・産業
立地競争力強化策 × ○

ロードマップ
・二酸化炭素削減計画、施設整備計画
等に係るロードマップ × ×

対策の実施・進捗管
理・公表

・CNP形成計画の実施、進捗管理、公表
の手法 － ○

参考資料

・CNP形成イメージ（将来像） ○ ○

・各企業の取組 △ △



「CNP形成計画策定マニュアル（初版）」の概要と対応方針（案）①
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CNP形成計画策定マニュアル（初版）での新規の記載内容 鹿島港CNP形成計画（案）への反映方針（案）

3-2．CNP形成計画における基本的な事項
3-2-1．CNP形成に向けた方針
（前略）また、洋上風力発電の導入促進に不可欠な海洋再生可能

エネルギー等拠点港湾（基地港湾）の整備を行う場合や、洋上風力
により発電された電力の当該港湾での使用又は余剰電力から水素
を製造し当該港湾から移出する場合は、その機能についても記載
する。

・鹿島港では基地港湾の埠頭整備が行われていることか
ら、基地港湾の機能を記載する。

・鹿島港の港湾区域内では、洋上風力発電の運転に向け
て事業者が検討を進めていることから、港湾エリア内で
の洋上風力発電由来の電力消費等を含めてカーボン
ニュートラルに取り組んでいく旨を記載する。

3-2-2.計画期間、目標年次
（前略）本計画の目標は、「3-2-1.CNP形成に向けた方針」における
「①水素・燃料アンモニア等の大量・安定・安価な輸入や貯蔵等を可
能とする受入環境等の整備」については、水素・燃料アンモニア等
の供給量、「②港湾地域の面的・効率的な脱炭素化」については、
温室効果ガスの削減量を基本とする。

・マニュアル（初版）に倣い、目標を設定する。

・水素・燃料アンモニア等の供給量については、原案での
計算方法と同様に、目標年における二酸化炭素の削減
目標量から、必要な水素量を推算する方法とする。

3-2-4.計画策定及び推進体制、進捗管理
（前略）協議会の構成員としては、ターミナル内の関係者（港湾運営
会社、港運事業者等）、ターミナルを出入りする船舶・車両の関係者
（船社、トラック事業者等）、ターミナル外の関係者（港湾を利用する
発電・鉄鋼・化学工業等の事業者、倉庫事業者等）、関係行政機関
（国、地元自治体等）、水素等供給事業者等が想定される。

・CNP形成計画の実施にあたり、適宜、CNP-WGメンバー
の見直し・追加を行うこととする。

・先行して、現時点ではCNP-WGメンバーでない者（船社
等）にヒアリングを行い、調整ができるものについては
CNP形成計画（案）に反映する。

• 国土交通省港湾局は、2021年8月に公表した「CNP形成計画策定マニュアル（ドラフト
版）」等に基に、2021年12月に「CNP形成計画策定マニュアル（初版）」等を作成。

• マニュアル（初版）等の変更点と、鹿島港CNP形成計画（案）への反映方針について、下
記表のとおり整理する。



「CNP形成計画策定マニュアル（初版）」の概要と対応方針（案）②
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CNP形成計画策定マニュアル（初版）での新規の記載内容 鹿島港CNP形成計画（案）への反映方針（案）

3-3-2.CO2排出量の推計方法
（前略）上記2つを加算することで、対象港湾及び周辺地域のエネル
ギー使用量及びそれに基づくCO2排出量を推計する。なお、原単位
については、最新版のものを使用することを推奨する。

・マニュアル（初版）に記載された最新の原単位に基づき、
二酸化炭素排出量等を（再）計算する。

3-5. 水素・燃料アンモニア等供給目標及び供給計画
3-5-4. 水素・燃料アンモニア等の供給等のために必要な施設

本マニュアルでは、水素・燃料アンモニア等供給を担うCNPに関係
する主な施設として、①係留、荷役施設（岸壁、荷役機械）、②貯蔵
施設、③水素化施設、④運搬施設、⑤水素生産施設を取り上げ、こ
れら施設の規模・配置の検討を行う。（後略）

・様々な仮定を置きつつ、液体水素、アンモニア、MCHで
の輸送量を換算し、海上輸送で必要な船舶の隻数、貯
蔵に必要なタンクの基数について試算する（2030年及び
2050年）。

・具体的な施設配置は、関係者との調整に時間を要する
ことから検討の方向性を示すこととする。

3-6．港湾・産業立地競争力の強化に向けた方策
CNP形成計画において、温室効果ガス削減に向けた取り組み公表
されるが、それに合わせて、環境面での対象港湾の競争力強化策、
産業立地競争力強化策についても記述することが望ましい。
（※上記は既存の記載内容。下記が新規記載内容）

特に、多様な荷主の貨物を取扱うコンテナターミナルについては、
環境への取り組みを積極的に公表することで、環境志向の強い荷
主からの集貨につながることが期待される。

・産業立地競争力強化では、洋上風力発電関連産業の誘
致等について記載する。

・いばらきCN産業拠点創出推進協議会の下に設置されて
いる「水素・アンモニア産業育成WG」「クリーン電力産業
育成WG」「カーボンリサイクル産業育成WG」との連携に
ついて記載する。

3-7．ロードマップ
（前略）ロードマップには、可能な限りターミナル毎に詳細な取組事
項を記載することが望ましい。また、ターミナル外の民間事業者の取
り組みについても協議会を通じ調整したうえで記載することが望まし
い。特に、水素等の供給計画については、需要計画と連動するもの
であることから、両者が整合の取れた計画である必要がある。

・ターミナル内、ターミナル外の具体的な取組については、
調整が調ったものについて記載するものとし、年度末の
CNP形成計画の策定後も順次調整できたものを追加し
ていくこととする。

（前ページからの続き）



「CNP形成計画策定マニュアル（初版）」の概要と対応方針（案）③
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CNP形成計画策定マニュアル（初版）での新規の記載内容 鹿島港CNP形成計画（案）への反映方針（案）

3-8. 対策の実施・進捗管理・公表
対象港湾のカーボンニュートラルを目指すにあたり、CNP形成計

画の進捗管理、実施状況の公表を行うことにより、計画の実施状況
や課題を把握することができ、着実な計画の遂行が可能となる。そ
のため、CNP形成計画では、進捗管理、公表の方法についても記載
することが望ましい。

CNP形成計画の進捗は、協議会において、定期的に確認するとと
もに、必要に応じCNP形成計画の見直しを行うことが望ましい。脱炭
素化に係る制度整備や水素や燃料アンモニア等に関する技術は、
進歩が著しいと考えられることから、特に、初期の段階では前提条
件等を明確にするとともに、社会・技術動向を見極めつつ、必要に
応じ柔軟かつタイムリーな取組が可能となるよう、既存の支援ス
キームの活用やCNP形成計画の見直しを行うことが望ましい。計画
の見直し時期については、港湾計画等の関連する計画の見直し状
況等にも留意した上で対応する。

・今後、CNP-WGを定期的に開催し、本計画の推進を図る
とともに、計画の進捗状況を確認・評価するものとする。

・また、評価結果や、政府の温室効果ガス削減目標、脱
炭素化に資する技術の進展等を踏まえ、いばらきカーボ
ンニュートラル産業拠点創出推進協議会に諮りつつ、適
時適切に計画の見直しを行うものとする。

（前ページからの続き）



（参考）「CNP形成計画策定マニュアル（初版）」の概要
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• 2021年12月に公表された「CNP形成計画策定マニュアル（初版）」等の一部の追記内容
については、鹿島港CNP形成計画（原案）で既に盛り込まれており、追加の対応は不要で
あるが参考までに下記表にまとめる。

CNP形成計画策定マニュアル（初版）での新規の記載内容

3-2.CNP形成計画における基本的な事項
3-2-1.CNP形成に向けた方針
（前略）CNPの形成においては、次の２つの観点からCNP形成に向けた方針を記載する。
①水素・燃料アンモニア等の大量・安定・安価な輸入や貯蔵等を可能とする受入環境等の整備
②港湾地域の面的・効率的な脱炭素化

②－１ 脱炭素化に配慮した港湾機能の高度化（港湾ターミナル内の脱炭素化）
②－２ 集積する臨海部産業との連携（港湾ターミナル外の脱炭素化）

3-5. 水素・燃料アンモニア等供給目標及び供給計画
3-5-1. 水素・燃料アンモニア等の需要推計・供給目標
【参考】将来の水素・燃料アンモニア等の需要推計

対象港湾及び周辺地域において、水素・燃料アンモニア等の需要ポテンシャルがどの程度あるかを示すことにより、企業
間連携による調達・利活用等を促す等の効果が期待される。このため、まだ顕在化していないものの、現在の化石燃料消費
量等から推計される将来の需要ポテンシャルを、CNP形成計画に参考として掲載することが望ましい。



二酸化炭素排出量の推計について
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①公共ターミナル内
荷役機械からの排出量
〇コンテナ貨物の場合、コンテナ取扱貨物量（TEU）に、ガントリークレーン（GC）エネルギー使用原単位(kWh/ TEU)・排出

係数(t-CO2/kWh)を乗じることにより排出量を算定。
〇バルク貨物の場合、アンローダー等は数量・電力使用量(kWh/基/年)・排出係数(t-CO2/kWh)を乗じることにより

排出量を算定し、アンローダー等以外の荷役機械の数量を企業ヒアリングにより把握し、係留時間(h)・数量(基)・燃料
使用量(l/kW/hr/基)・定格出力(kW)・排出係数(t-CO2/kl)を乗じることにより排出量を算定。

照明施設、管理棟等からの排出量
〇埠頭面積及び管理棟の個数を企業ヒアリングにより把握し、それぞれの数量(㎡)、 CO２排出原単位(t-CO2/㎡)を乗じ

ることにより排出量を算定。

③公共ターミナル外
港湾関連事業者からの排出量

○鹿島港の周辺（原則、臨港地区及び港湾区域内）の企業について、茨城県地球環境保全行動条例に基づく特定事業場
の報告書や企業ヒアリングにより、二酸化炭素排出量を集計。

具体的な二酸化炭素の算定方法（2014年、2019年で共通）

②出入車両、船舶
出入車両(貨物輸送車両)からの排出量
〇港湾統計よりコンテナ・バルク等の取扱重量を把握し、重量(t)・輸送距離・エネルギー使用原単位(L軽油/t・km)・排出

係数(t-CO2/l)を乗じることにより排出量を算定。

船舶(停泊中)からの排出量
〇港湾統計よりコンテナ船と貨物船に区分し隻数と係留時間を把握し、それぞれ停泊時燃料消費量(t/日)・重油排出係数(t-

CO2/kl)・係留日数(日)を乗じて、比重(t/kl)で除することで排出量を算定。

二酸化炭素排出量については、前回の2019年に加えて、今回2014年の排出量を推計。
（注）マニュアルによれば、原則2013年の二酸化炭素排出量を推計するとあるが、茨城県地球環境保全行動条

例に基づく特定事業場の報告書の最も古いデータが2014年であることから、対象を2014年とした。
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（参考）ロードマップについて
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参考資料（第３回カーボンニュートラルポート（CNP)の形成に向けた検討会抜粋）
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（年度） 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 ～2030年 ～2040年 ～2050年

需要目標(出典)

水素混焼・専焼

水素製鉄

車両

水素供給

アンモニア混焼・専焼

アンモニア供給

洋上風力

液化水素コスト

水素・燃料アンモニア導入・拡大のロードマップ（全国的な動き）

11

アンモニアの混焼率向上
専焼に向けた実証

専焼化開始

20%アンモニア20%
混焼の開始

アンモニアの混焼率向上、専焼に向けた必要な基礎技術の開発

アンモニア混焼に
向けた設備改修

アンモニア貯蔵タンク等装置の大型化、
海上タンクの整備

( )
20%

石炭火力(実機)への
アンモニア20%混焼の実証

商用的拡大

石炭火力における
アンモニア混焼の拡大

アンモニアの供給拡大に向けた調査・実証

製造効率化、新触媒製造、グリーンアンモニア製造に向けた技術開発、実証

リスクマネー供給、金融支援等を通じた
アンモニア製造の整備、供給

リスクマネー供給、金融支援等を通じた
アンモニア製造の整備、供給 商用的拡大

商用的拡大FC車両の技術開発・実証試験、関連基準の見直し コスト低減

COURSE５０(水素活用等でCO2▲30%)の大規模実証 段階的導入 脱炭素水準として設定

水素還元製鉄の技術開発 技術確立 段階的導入

H2：300万ｔ NH3：300万ｔ H2：2,000万ｔ NH3：3,000万ｔ

約30円/N㎥約170円/N㎥ 約20円/N㎥技術開発＋大型化 大型化＋高効率化

大型専焼発電の技術開発

水素発電の実機実証（燃料電池、タービンにおける混焼・専焼）

エネルギー供給構造高度化法等による社会実装促進

商用化・国際展開
大規模実証実験、国際標準化

関連基準の見直し等

国際輸送の大型化に
向けた技術開発

（2040年30～45GW）
※浮体式含む

再エネ海域利用法に基づく公募（導入見通し１GW/年、2030年10GW）

洋上風力基地港の整備

系統の整備
マスタープ
ラン策定

マスタープ
ラン策定

(経産省：R2・12月2050年カー
ボンニュートラルに伴うグリーン
成長戦略)

（経産省：R3・6月燃料アンモニアサプ
ライチェーンの構築資料）

（経産省：R3・6月燃料アンモニアサプ
ライチェーンの構築資料）

(経産省:R3・3月水素・燃料
電池戦略協議会)

(経産省:R3・3月水素・燃料
電池戦略協議会)

(経産省:R3・3月水素・燃料
電池戦略協議会)

(経産省:R3・3月水素・燃料
電池戦略協議会)

水素ステーションへの規制改革等によるコスト削減・導入

商用車用の大型水素ステーションの開発・実証
商用的拡大

※各種資料より、鹿島港湾・空港整備事務所作成



（参考）カーボンニュートラル形成のイメージ案
（将来像：2050年）
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鹿島港 カーボンニュートラル形成のイメージ案（将来像：2050年）

北公共埠頭

高松地区

ごうのいけ

南海浜地区

ごうのいけ

凡例： 穀物・食料品 エネルギー石油化学鉄鋼

（鹿島港が担う役割・機能）
●次世代エネルギーを活用したカーボンニュートラル・コンビナート
●次世代エネルギーによるカーボンニュートラル発電

風力発電

JERA

三菱ケミカル

ウィンド・パワー・グループ

洋上風力
石炭火力発電所の混焼

水素還元製鉄の技術開発

【再生可能エネルギーの産業拠点化】
・洋上風力基地港の着実な整備

-鹿島港外港地区の活用
・洋上風力国内サプライチェーンの構築

-大型部材製造工場の誘致
・バイオマス燃料輸入拠点

洋上風力発電の導入促進
-鹿島港内、千葉県銚子市沖のプロジェクトの推進
-県内海域における新たな促進区域の設定
-洋上風力ポテンシャル16万kw（鹿島港内）

【公共ターミナルの カーボン
ニュートラル・ターミナル化】

・陸電供給
・荷役機械FC化

太陽光パネルの設置

水素等の輸移入

外港地区

洋上風力国内サプライチェーンの構築
-風車部品工場との連携

基地港湾

洋上風車の組立・製造拠点化

【水素】
-水素等の輸入拠点

【合成メタン】
-周辺事業場からのCO2受入
（発電・製鉄・石油・化学）
-既存天然ガスパイプライン
の有効活用

CO2の移入

港外のCO2利用企業への
CO2移入

・石油化学製品の生産最適化
・石油化学におけるCO2と水素からオレフィン生成
・CO2の分離回収（発電、製鉄所、製油所、石油化学）
・プラスチックの再生利用拠点(ケミカルリサイクル)

南公共埠頭

・ガス火力発電所の混焼
・製油所における合成燃
料の製造

石炭火力発電
北海浜地区

COURSE50(世界初の水素還元活
用とCO2分離回収によるCO2排
出量30%削減)の実践

天然ガス
パイプライン
至 茨城港

天然ガス
パイプライン
至 千葉県

洋上風力

日本製鉄

【公共ターミナルの カーボン
ニュートラル・ターミナル化】

・陸電供給
・荷役機械FC化

鹿島石油

鹿島石油

神之池西部地区
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・水素等のサプライチェーン構築
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●今年度は、カーボンニュートラルポート（CNP）形成計画（案）を策定し、計画における記

載事項及び目標等を共有。

●来年度から、CNP-WGを通じて具体的な取組内容、スケジュールを決定するために、一

者では取組や解決が困難な事項について複数者で取り組む。

●取組の具体化にあたっては、既存の枠組みを活用して進捗程度に応じた機動的な検討

体制を構築。

１）「CNP形成計画（案）」に対するご意見

２）今後のCNP形成計画の推進体制、進捗管理へのご意見など

⇒本日、ご議論いただきたい点

まとめ


